様式４
	都道府県番号　
	学校名　


「高等学校におけるキャリア教育の実践に関する調査研究」実施計画書
１．研究の概要
　
２．研究の目的と仮説等
（１）現状の分析と研究の目的
　
（２）研究仮説
　
（３）研究成果の評価方法
　
３．研究計画等
（１）キャリア教育の中核となる時間の設定など教育課程の内容等
　
（２）研究計画
	第一年次
（平成25年度）

	　


	第二年次
（平成26年度）

	　


	第三年次
（平成27年度）

	　



※第二年次以降に提出の際は、過年次の研究実績を記載すること。
（３）評価計画
	第一年次
（平成25年度）

	　


	第二年次
（平成26年度）

	　


	第三年次
（平成27年度）

	　



※第二年次以降に提出の際は、過年次の評価実績を記載すること。
４．研究組織
（１）研究組織の概要
　
（２）研究担当者（研究主任の氏名には○印を付すること）
	職名
	氏名
	担当学年・担当教科

	
	
	


（３）運営指導委員会
①組織
	氏名
	所属
	職名
	備考（専門分野等）

	
	
	
	


②活動計画
　
別紙１
学校等の概要
１．学校名、校長名
２．所在地、電話番号、ＦＡＸ番号
３．課程・学科・学年別幼児・児童・生徒数、学級数
	課程

	学科

	第１学年
	第２学年
	第３学年
	第４学年
	計

	
	
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数
	生徒数
	学級数

	全日制

	○○科
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	××科
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	  計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	定時制
	△△科
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	      計
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


４．教職員数
　　
	校長

	副校長

	教頭

	主幹教諭

	指導教諭

	教諭

	助教諭

	養護教諭

	養護助教諭

	栄養教諭


	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	講師

	ＡＬＴ

	スクールカウンセラー
	事務職員

	司書

	計

	

	
	
	
	
	
	
	


５．研究歴
  　　　                                               　  　　　　　　　　別紙２
所要経費について
	都道府県番号　
	学校名　


　　　 　                                                      　　  （単位：円）
	事業の経費項目
	金        額
	積算内訳

	諸　　　　謝　　　　金
	
	

	旅　　　　　　　　　費
	
	

	借     　 損　　　　料
	
	

	印刷製本費
（　報　告　普　及　費　）
	
	

	消耗品費
	
	

	図書購入費
	
	

	会議費
	
	

	通　 信 　運 　搬 　費
	
	

	雑　 　役　  務　 　費
	
	

	保　　　　険　　　　料
	
	

	消費税相当額
	
	

	計
	
	


１  積算にあたっては、事業の内容との関係を十分に考慮すること。
２  「積算内訳」については積算根拠を明確に記載すること。
３　「消費税相当額」には、不課税対象経費にかかる消費税相当額を計上すること。
別紙３
担当者名簿
	都道府県番号　
	学校名　


 １．都道府県教育委員会／都道府県私立学校主管課／国立大学法人附属学校主管課 
	①名　　　称
	

	②住　　　所
	〒

	③連絡先
	代表                          　（内線        ）
直通                    　　　　ＦＡＸ
Ｅ-mail

	④担当者
	所属・職名


２．調査研究希望学校　　※調査研究が複数ある場合は枝番で記入
	①名　　　称
	

	②住　　　所
	〒

	③連絡先
	代表                            （内線        ）
直通                    　　　　ＦＡＸ
Ｅ-mail
ホームページＵＲＬ

	④校長名
	

	⑤研究主任名
	


３．管理機関 
	①名　　　称
	

	②住　　　所
	〒

	③連　絡　先
	代表                  　　　　　（内線        ）
直通                    　　　　ＦＡＸ
Ｅ-mail

	④担　当　者
	所属・職名


